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通巡lJj:業の復数制は小道i送業法のもとに開始され，重要事項

は小運送審議会の答申にもとづいて行われてきた。しかしなが

ら小巡送業法は昭和 12 年に制定されたもので，終戦後の突ftI

に llll しない点があったので改正を必裂とした。そこで新たな椛

惣にもとづき通連事業法案， 日本通巡株式会社法を廃止する法

律案，施設処理法案の 3 法律を立築，割~6 国会に上程，無修正

で可決され，昭和 24 ・ 12 ・ 7 公布，翌年 2 ・ 1 から施行された。以

上 3 法の施行により ，返還IJj:業の競争体制は法的に確立され，

免許基準も法文化された。また日本通巡は特殊会社から一通巡

業者一に移行し， 駅停寺内に所有する施設の放楽によって，その独

占的地位がなくなった。したがって通巡事業の後数制は， ここ

にその基本的条件は法的に童生日liされ新たな段階に入った。

4 !!l:数化実絞

波数llilJ開始以後の進行状況を示せばつぎのとおりである。

11::: l1i_ 見。 免許件数 免許業者数 | 蹴化駅数

1I11和24年度 71 件 69 ~能者 228 駅

11 25 " 213 184 424 

11 26 11 93 36 213 

" 27 " 58 17 87 

11 28 I1 32 7 45 

11 29 " 19 4 15 

" 30 11 17 l 6 

If 31 " 24 3 9 

"末現在 576 314 985 

新規免許は昭和 24-26 年が最縦 mJ で，この間に主要駅の複

数化が急速に進展した。最近は免許の対象駅は小駅となり ，申

計i件数も減少、している。

31 年末の災績をみると複数化駅数は， 全国総l夜扱駅の 17%

に当り，複数化以の発着数主tは， 全国総数量の 57% となってい

る。なお新たに免許を受けた事業者の 3 1 年度における取扱数

:@:は全i迅速業者扱量の 12 % と な っている。(高柳卓)

つ うう ん じぎょうぼう 通運事業法 適迎に関する秩序の確

立 ì函連事業における公正な競争の確保及び通巡事業の健全な

発達，ならびに鉄道による物品巡送の効率の肉上をはかり ， も

っ て公共の福祉を噌進する こと(第 1 条)を目的として，昭和

25 ・ 2 ・ 1 から施行された道連事業に|掬する基本法である(lIg和

24 ・ 12 ・ 7 法律第 24 1 号)。通運事業の免許制を主体とした監理

法であって，日 本迅速株式会社法を廃止する法律(昭和 24 ・ 1 2 ・

7 法律第 242 号)および日本国有鉄道の所有地内にある日本通

述株式会社の施設の処理等に関する法律 (IIß和 24 ・ 12 ・ 7 法律第

243 号)とともに迅速三法と称され，迅速事業の民主化の推進

母体となった。 41 箇条から成り，ほかに付属命令として通巡事

業法施行令(昭和 25 ・ 1 ・ 31 政令第 17 号)およびi迅速事業施行

規則 (IIß和 25 ・ 2 ・ 1 運輸省令第 9 号)がある。

通運事業は通運取扱業，迅速代弁業，鉄道集配業，貨車積卸

業および鉄道利用業の 5 極に区分される(第 2 条)が，鉄道利

用業を除いては，すべて鉄道貨物運送のターミナノレ ・ オペレ -

9 ーたる機能をもっ。およそ貨物運送であって，基斡輸送を担

当する大運送の行為のみで完結するものはない。鉄道以外の大

運送も， それと相互密接な関係にあるターミ ナ ノレ ・ オベレータ

ーの行為によって補完されるのが常態である。したがって，大

運送を公衆の利便のために規制する以上は，ターミナノレ ・ オベ

レーターに対しでもこれと同程度の規制lを加えなければ，大運

送規制jの目的を達成しえない。同じような関係にある自動車運

送事業(免許制)に対する自動車運送取扱事業については(道

路運送法により)登録制がとられ，また貨物.船舶巡航事業(届

出制)に対する海上述送取扱業 ・ 海運仲立業および海迷代現店

業については(海上運送法により)届出制が，港湾運送事業に

ついては(港湾巡送事業法により)登録制が，それぞれ確立さ

れている。

なおi並巡lJ.mに対しては，自動車運送事業および自動車道事

業とともに，道路交通事業抵当法(昭和 27 ・ 6 ・ 20 法律第 204 号)

により，財団抵当設定の途がH刷、れている。

l 治 草場 i迅速史。 e 通連事業の!!l:数制。

本法はいわゆる通巡三法の中心立法として制定されたもので

ある。本法の内容について特に影響を与えたのは，アメリカの

州際交通法であ っ た。

2 内容

川通巡rJj:栄通運事業を経営しようとする者は，取扱駅お

よび事業の領海iごとに，運輸大臣の免許を受けなければならぬ

(第 4 条)。事業の公共性にかんがみ免許制を録用したのて'ある。

通巡事業とは，すでに述べたように他人の?需要に応じてする

5 極の業務であって (第 2 条)，営利目的の有無および有償か

否かを111]わない。国鉄航路に対するものを含み国営郵便事業お

よび海上における集配事業は除かれる。運送取扱業は，取次に

ついては商法上の巡送取扱営業に該当するが，受取については

民法上のまfi負行為にすぎない。通運代弁業は，委任代理行為で

あるが取扱業と経済的後能は異ならない。鉄道集配業と鉄道利

用業とは商法上の巡送営業である。貨車自在卸業は民法上の諮負

行為であるが， もっぱら人力のみの労務供給を行うときは， 職

業安定法にてい触するおそれがある。

鉄道集配業もしくは貨車積卸業の専業 ・旅客専門駅もしくは

小限のみの事業または荷主 ・ 作業場所および取扱物品の主l\fflの

全部を限定する lJr.業の免許は， 陸連局長が行う(施行令第 1 条)。

免許については基準が設定されている(第 6 条)。昭和 28 ・

10 ・ 1 における改正前の道路運送i去に よる 自動車巡送事業の免

許基準と同じく.一般の需要に適合し，公衆の軍1)(1姫を増進し，

遂行能力を有するものであることを定めるほか， 本事業の特殊

性から鉄道による物品運送の効率の向上に資するものであるこ

と(第 6 条第 12 項 4 号):をとくに明定している。

事業の譲渡および譲受，法人の合併ならびに相続による事業

の承継については，免許の属人性から，すべて隠可を効力の発

生要件とし(第 7 ・8 条)また名義貸および事業貸を禁止する(第

9 条)。

五11賃および料金は定額認可制である(第 20 条)。荷主に対する

無差別取扱を確保するとともに，企業経営の安定をはかること

を目的としたものである。

本法は，このほかi迅速約款の認可(第 21 条)，労組の受委託

の許可(鉱山条)，事業計画の変更認可(第 12 条)，事業休廃

止の許可(第 11 条)等の制度により，事業運営を規律している

が，さ らに事業経営上の特別の権利義務をも規定している。 す

なわち，通巡51受義務(第 17 条)，申込順序による託送義務(第

四条)， 迅速申込物品について l狗告を求めまたは点検する権利

(第四条第 1 項 2 号)，明告と一致したときの狐害賠償義務(同

条第 3 項) ， 明告と一致しなかったときの政用徴収材If (同条第 4

項)，引渡不能物品を寄託し得る権利(第 23 条)，引渡不能物品

を競売する権利(第 24 条)等がこれである。

なお事業について公衆の利便を阻害している事実があるとき，

または法令違反のときは，事業改善命令(第 26 条) ， 事業停止

命令および免許の取消(第 14 条)と L 、う'Ml制j処分がある。

(2) 道路巡送i去との調整 本法と道路運送法との両法の適用

を受ける IJj:項については，両法にそれぞれ調整規定をおいて手
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